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スト的なバラマキ政策で人々の歓心を得たにすぎない して、その正当性を否定す さら 、将来 共和制を示唆したタックシン元首相の発言を取り上げ、タックシン元首相やそれ 継承 諸政権が反王制であると攻撃する。タックシン派はこれ 繰り返し否定し
























し、あるいは国民が政策形成 参与する途を開く、といった点で望ましいものであると考えられているからであ 。しかし、司法が関わる分野が拡大した結果、経済社会政策、国民の間で意見が分かれる問題をめぐって、司法判断と政治部門や世論との間に強い対立が生じることが多くの国で生じている また、タイの事例が示 ように、司法は、選挙、政党解散、政治リーダーの資格審査・罷免など民主主義の根幹に関わる問題により深く立ち入るようになっている（参考文献④） 。司法化は、制度、裁判官、他の政治部門との関係など多様な要素によって決定され、その表れ方は各国によって異 。はたしてタイの司法化を特徴づける は何であろうか。
　本稿で示そうとするのは次の三点である。第一に、憲法裁は、多



































































年一二月の憲法裁判決まで 政治過程において、憲法裁は、上記の二判決を含めて、タックシン派にとって厳しい判決を繰り返してきた（表１参照） 。憲法裁は、多く 判決において、反政治腐敗・反汚職をその正当化理由として強く掲げているのである。
　まず、最高裁の政治職在職者刑事事件部（以下、政治職刑事部と








政治職刑事部は、土地取引に関する不 について ックシン元首相に対する有罪判決を一〇月に下 のである。
表２　憲法裁判機関の変遷と主要判決
























































































憲法裁の裁判官は、 最高裁判所裁判官 （五人） 、 最高行政裁裁判官 （二人） 、 法学 （五人） および政治学 （三人） の有識者の四つのカテゴリーから選ぶこととした。しかし、この有識者枠は、行政官庁出身者元官僚ポストへと変化した。たとえば、政治学枠には、初期には政治学者が選ばれたが、彼らが去った後には、行政 庁出身者でしめられた。 庁出身者の増加は、タックシン政権期に顕著であり二〇〇一～〇六年に任命された七人の有識者のうち、五人が官庁出身者であっ
　二〇〇六年の暫定憲法は、クーデタで廃止された憲法裁の代わり
に、それと同じ権限を持つ憲法裁判委員会を設置 た。この憲法委は、常任の裁判官を持たず、最高裁、最高行政裁 それぞれ 長官を含む、各裁判所の現役の裁判官から選ばれた九人の裁判官が兼務した。二〇〇七年五月のＴＲＴ解散命令を下したのは、司法のトップを含む職業裁判官だったのである（表２参照） 。
　二〇〇七年憲法で復活した憲法裁は、裁判官数が 五人から九人






は成功しなかった、ということであ 。各事件 誰 よって、いつ提起されたかが重要である。と言うのも 憲法裁は自ら事件を開始
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することができないからである。手続の種類によって、憲法裁に付託できる者は異なるが、主として、議会の少数派（野党議員、上院議員）と憲法上の独立機関が付託す ものが多い。一連の政治過程において、特に独立機関の役割は重要であった たとえば、二〇〇六年四月総選挙 無効判決は、オンブズマンが提訴したものであった。二〇〇七年ＴＲＴ解散判決は、ＮＣＣＣ、選挙委員会の認定にもとづき、最高検察がクーデタ前の二〇〇六年七月に 起たもの また、二〇〇八年の一連の事件をみると 憲法裁に対する申立てやその根拠 なった調査が開始された時期は、ＰＡＤが本格的な抗議活動を再開 前な あ 。
　独立機関には、どんな経歴の人物が任命されるのであろうか。一








用が重視された点は、注目すべき政変以降の変化である。二〇〇六年九月に任命された五人のうち、 四人は元裁判官で、 残 一人は元検察官であった。また、同委員会事務所の事務総 も 裁判 である。
　さらに、二〇〇七年憲法下では、独立機関の人事に司法の意向が











（ss. 256/ 243） 






最高裁長官 ○ ○ ○ ○ ○ ○
憲法裁長官 ― ○ ○ ○ ○ ○
最高行政裁長官 ○ ○ ○ ○ ○ ○
下院議長 ○ ○ ○ ○ ○ ○
下院野党代表 ○ ○ ○ ○ ○ ○
憲法上の独立機関
の長（互選1人）＊ ○ ― ― ― ― ―
最高裁裁判官会議が
選出する者 ― ○ ○ ○ ―
最高行政裁判所裁判
官会議が選出する者 ― ○ ○ ○ ―
（選出委員の数） 5 7 5 7 7 5
（出所）筆者作成。





と総称する）の中身を見てみよう。ＰＰＰ判決の特徴を明らかにする上で、二〇〇七年のＴＲＴ判決との比較が有益である。その理由は、いずれの判決も、タックシン派の政党に対して、選挙違反行為を理由とした政党解散と政党の党首・役員 五年間の選挙権停止を命じており、選挙委員会または政党登記官 調査・認定にもとづき、最高検察が憲法裁に付託した事件であることが共通している。そして、ＰＰＰ判決で適用された憲法二三七条二項の規定は、ＴＲＴ判決を受けて生まれた いう経緯があるからである。
　両判決の相違点として着目すべきなのは、判決の根拠として主張
された選挙違反行為の性質が異なっていること 。ＴＲＴ事件では、二〇〇六年四月総選挙において、ＴＲＴが、 として 利益のため、他の二政党と共謀して選挙違反を行った 認定された。選挙法に 候補者が一人だけで、投票率が ％以下 選挙区では再選挙を行う旨の規定がある。検察は、再選挙 回避するため、ＴＲＴが他の二政党に候補者を擁立するように働きかけ 主張した。ＴＲＴは、勝利が見込まれてい 選挙であったから、そのような行為をするメリットがないと主張したが、憲法委は広範な反対運動の存在などの事情から、メリットがあるとし 、政党が行 行為であると認定した。
　他方、ＰＰＰ判決では、根拠となった選挙違反行為そのものは、
違反行 を行った当該候補者が個人的 利益のために行ったものと認定されている。さらに、それぞれの つい 主張された選挙違反行為は相互にま く関係がなく、判決も各政党に対して個別に出されている。
　政党自体の行為ではない選挙違反について、どうして政党がその



































































選挙権停止を命じるかについては、憲法裁が自ら基準を示し、それに従って決定することもで たはずである。しかし、憲法裁は、政党役員が違反を犯した事実の認定によって当然に結果が生ずるのであると判示し、自らの裁量を否定し のである。このような解釈をとった一つの理由に、空港占拠をめぐる衝突を回避する め 決定を急いだこ が十分に考えられる。各政党は、そもそも問題とされた選挙違反があったかどうか、 いう問題も争おうとしていた。憲法裁が政党解散にふさわ いかどうか判断基準を示そ すれば、違反行為の軽重を含めて審理を尽く ことが必要とされていただろう。
　しかし、結果としてみれば、憲法裁は自らの責任を放棄したよう
にすら見える。政党役員 よる選挙 によって政党が解散 るか否かは、選挙委レベルで実質的に決定されることに からである。たとえば、中道党、国民党の二党 ついては 選挙委は当初、当該違反行為が候補者個人のもので、政党解散請求はできないと判断していた。下部機関として設置された法律顧問委員会（法学者等で構成）が請求可能と判断し ことから、解散請求の方向に動 た、という経緯が判決のなかで説明されている。●反政治腐敗のリーガリズムはどこまで機能する ？
　本稿では、政変期の憲法裁の役割を、職業裁判官による運動とい









ば、政党自体の組織的な関与がなくとも、政党は解散され、政党党首・役員が選挙権を五年間失う、という厳格で形式的な「連座制」である。しかも、違反行為が重大なもの あることは必要と ていない。憲法裁 言うように、今後、政党は、候補者の吟味や党幹部の人選を慎重に行うなど、何らかの対応を迫られ のは確かである。同時に、選挙違反を理由とする政党解散は、対立する政治勢力を葬り去る有効なツールとなる。実際に、ＰＰＰ判決では人民の力党の選挙違反は、対立候補によって申し立てられたもの あった。
　政変期の諸政党の解散で生じた一つの動き 古い世代の政治家
の再登場であった。そのなかには過去の政治腐敗への やその疑いで影を潜めていた政治家も少なくないのである。そうした不人気の政治家が擁立され こと さすが 回避されたが 民主 政権の成立に、古い世代の政治家がキャスティングボートを握っていた。解散命令を受けた勢力から生まれた新たな政党も、連立に参加している。そこで見られた政党間の駆け引きは、一九九〇年代 政治改革が乗り越えようとし 非効率な慣行の再来のようにすら見える。それは望ましいものな であろうか。
　タイ政治における憲法裁の影響は、今後も続くであろう。司法に
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